
 令和８年度 こども家庭部 経営方針                
 

令和８年４月 

こども家庭部 谷口 学 

１ 部・室の基本方針 

（１）部の組織目標 
（２）「まちづくり構想 福知山」で掲げる政策・施策の実現、及び行政改革大綱 2022-2026 

の取組推進に向けた部内の運営方針 

① 課題を抱えるこどもの支援の充実 

・こども家庭センター等による不適切な子育てや虐待への対応、教育委員会等 

と連携した多様な学びの推進など 

② 地域全体で子育てを支える機運の醸成 

・ベビーファーストの取組推進、差別を許さない人材育成、人権推進施設の機 

能拡充、こどもの遊び場の整備など 

③ こどもや保護者の健康の保持・増進 

  ・出産・子育て支援（産後ケア事業の充実など）、健診・健康相談など 

④ 就学前の保育・教育の推進 

・こども誰でも通園制度の実施、保育人材確保、今後の公立園のあり方検討、 

多様な保育のあり方検討 

〇「まちづくり構想 福知山」 

（基本政策３） 

市民一人ひとりが、お互いを尊重しながら、共に育み、共に育つまち 

・政策目標３－２ すべての子どもが大切にされる地域づくり 

課題を抱える子どもへの支援の充実や、地域全体で子どもを見守り、子育てを支える機運の醸

成を図る。 

・政策目標３－３ 安心して出産、子育てできる環境の充実 

妊産婦やその家族の心身の不調に対する適切な支援、育てにくさを感じている保護者の相談

対応に努めるとともに、保育園等の受け皿整備により、安心して出産、子育てができる環境の

充実を図る。 

 

〇「行政改革大綱２０２２－２０２６」 

 ・ＮＰＯや企業等との連携協定の促進、市民の意見聴取方法の拡充、業務フローの見直し及び標準

化、行政手続のオンライン化の推進、ＯＪＴに重心をおいた職員育成、部長マネジメントの機能

化と管理監督職のマネジメント力の向上 

 

２ 令和８年度の重点目標 

No 重点目標 
現状認識（重点目標の背景にある 

現状と課題、社会の動向など） 
取組内容及び成果目標 達成状況（年度末評価） 

達成

度 

1 

 

 

 

 

「福知山市型多様な学びアクシ

ョンプラン」による多様な学び

の推進 

 

 

 

・令和５年度に、学校に行けない・行きに

くいこどもたちが、自分らしさを大切

に、自立に向けた活動が出来る多様な

学びの場であるＳＩＲＯらぼを開設し

た。 

・令和７年度に、ＳＩＲＯらぼの場所を移

設し個別、集団の両方に対応できるよ

うな環境が整備できた。 

 

【取組内容】 

・ＳＩＲＯらぼの充実(スタッフの研修等による質

向上）。教育委員会等関係者との連携強化。 

・語らいらぼ等による保護者への寄り添い支援及

び保護者間交流の充実 

・就学前の発達課題の早期対応・早期連携の充実・

強化（京都教育大との連携等したスクリーニン

グ） 

・こどもの活動の機会確保のための市内事業所や

地域とのネットワークの構築 

 

【成果目標】 

・不登校のこどものうち関係機関の相談・支援に繋

  



がった割合７５％ 

（令和６年度実績：６０.９%） 

２ 

 

ベビーファーストの取組推進 

 

・令和７年度にベビーファースト宣言を

行った。ベビーファーストでは、市民、

地域、各種団体、行政が一丸となって子

育てにやさしいまちづくりを進めると

している。 

・令和 7年度は、この宣言の普及や PR を

中心に取組を進めた。 

・今後は行政の取組とともに、行政以外の

セクターが連携して積極的に取り組み

を進めていただく。 

・また行政としても庁内横断的な取り組

みが必要である。 

【取組内容】 

・おむつ回収ＢＯＸ設置、イクボス研修会、包括的

性教育の普及、ベビーファースト推進市民会議

立ち上げ 

・人権推進室（女性活躍）、産業課（働きやすい職

場づくり、女性の社会進出）、教育委員会、まち

づくり推進課等の関係部署とも連携しながら組

織横断的に取組を進めていく。 

 

【成果目標】 

・ベビーファースト推進市民会議の立ち上げ（当初

参画団体：４０団体） 

  

３ 
児童館・児童センターの施設環境

の整備 

・丘複合施設の建設は順調に進捗中。 

・既存の児童館・児童センターの遊戯室

は、天候、気温に左右され使用できない

ときがある。 

【取組内容】 

・丘児童センターの解体設計、跡地整理 

・下六児童センター、庵我児童館遊戯室への空調整

備 

・その他老朽化、劣化した施設の整備 

 

【成果目標】 

・取り組み内容の着実な実施 

 
 

 

４ 就学前の保育・教育の推進 

・令和７年度は待機児童ゼロとなった。 

・しかし民間・公立園ともに保育人材不足

であり、保留児童の要因となっている。 

・少子化に伴い、特に公立園の入所者が減

少している。 

・令和 8年度から、こども誰でも通園制度

を開始する。あわせて多様な保育ニー

ズへの対応、サービスのあり方の検討

が必要となっている。 

【取組内容】 

・子ども子育て会議における今後の公立園のあり

方の検討 

・こども誰でも通園制度の実施 

・多様な保育ニーズへの対応検討 

・保育人材確保対策の推進 

 

【成果目標】 

・待機児童０人（保留児童の減少） 

・今後の公立園のあり方の取りまとめ 

・こども誰でも通園制度の円滑な実施 

・多様な保育ニーズへの対応方針の決定 

 
 

 

５ 

「こども家庭センター」設置によ

る全ての妊産婦・子育て世帯・子

どもに対する重層的な相談支援

体制の強化 

・令和６年度より、改正児童福祉法の令

和６年４月施行に伴い、支援を要する

妊産婦を対象としたサポートプランの

作成を実施。 

・令和７年４月から「こども家庭センタ

ー」設置。ヤングケアラーコーディネ

【取組内容】 

・サポートプランの作成及びプランに基づく包括

的・計画的な伴走型支援の実施 

・要保護児童等の支援に加え、不登校の対応やヤン

グケアラーの相談・支援の推進 

・「こども家庭センター」設置により、併せて包括

 

 

 

 



ーターの配置。 支援センターの機能・体制の見直し 

 

【成果目標】 

・「こども家庭センター」に繋がった件数５００件 

（令和６年度実績４３９件） 

６ こどもの室内の遊び場の整備 

・令和７年度に実施した市民アンケー

ト、子育て支援団体との意見交換、サ

ウンディング市場調査等をもとにし

て、新たな環境変化（ファームガーデ

ンやくのにおける遊具整備、児童館遊

戯室への空調整備、児童科学館の未就

学児無料化）ふまえて今後の屋内の青

苧び場のあり方を検討する必要があ

る。 

【取組内容】 

・「ファームガーデンやくの」の遊具整備を踏まえ、

本市全体を見渡した室内の遊びの場のあり方の検

討、企画 

 

【成果目標】 

・室内の遊び場のあり方の決定 

（必要に応じて次年度予算への反映） 

  

７ 
「公立園の今後のあり方の検討、

整備方針」の策定・推進 

・少子化を見据え、公立保育園・こども

園・幼稚園のあり方を検討する必要が

ある。 

【取組内容】 

・公立保育園・こども園・幼稚園のあり方の取りま

とめ（子ども子育て会議にて検討） 

 

【成果目標】 

・今後の公立園のあり方に係る課題の整理と方針

の取りまとめ 

  

８ 
人権保育基本方針に基づく実践

的取組み 

・こどもの人権を尊重し、こども自身の

人権意識を育てる保育を推進するた

め、令和５年度に「市人権保育基本方

針」を策定。 

・基本方針に基づく人権保育の実践的な

取組みを継続 

・市人権保育基本方針を具体化する実施

計画の策定が必要となっている。 

・児童館において、差別を見抜き、差別

を許さない、差別に負けないこどもた

ちを育てるだけの力量をもった職員

（児童館職員）の育成が求められる。 

【取組内容】 

・人権保育に係る研修会の実施 

・人権保育基本方針を具現化する実践マニュアル

の検討、策定 

・差別を許さない人材育成の基本理念に沿い職員

（児童館職員等）を対象に、地区の歴史や現状、

こどもへのかかわり方等に係る研修を実施す

る。 

 

【成果目標】 

・人権保育基本方針の実践マニュアルの策定 

  

 

 

【達成度】 

区分 達成の度合 定量的な判断基準 定性的な判断基準 

Ａ 目標を著しく上回る成果をもって達成 達成水準に対して 150％以上の成果 期待を大幅に上回る成果 

Ｂ 目標を上回る達成 達成水準に対して 110％以上の成果 期待以上の成果を挙げた 

Ｃ 目標通りに達成 達成水準通り（100％）の成果 ほぼ期待通りの成果を挙げた 



Ｄ 目標を未達成 
達成水準に対して 100％未満 

複数の成果目標に対して一部未達成 
期待通りの成果に至らなかった 

Ｅ 目標を著しく未達成 達成水準に対して 50％未満 期待を大幅に下回る結果 

 

 

３ 所管部署が関与する庁内推進組織 

推進組織の名称 役割等 所管事項（概要） 令和８年度取組内容 進捗状況 

（仮称）ベビーファースト推進庁内

連携会議 

ベビーファーストを

全庁あげて推進する 
同左 

・市民推進母体に合わせた庁内連携組織として立ち上げ 

・特に関係部署（人権推進室、産業課、教育委員会、まち

づくり推進課等の関係部署は、こども家庭部と密接に連携

を図る。 

 

 


